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1．研究の背景と目的
　2004年12月26日にインドネシア・スマトラ沖で発生した巨大地震は、主
にインド洋諸国のインドネシア、スリランカ、インド、タイ、モルディブ
に甚大な被害をもたらした。また、海岸線沿いの観光地が被災したため、
人的被害はドイツ、スウェーデンなどのヨーロッパ諸国にも広がり、計14
力国約22万人の命が奪われ、被害額は推計100億ドルともいわれている
（Cograve　2007）。このような未曾有の災害に対し、世界各国の援助機関、
国際機関、NGOが緊急及び復旧・復興期に様々な援助を行ってきた。それ
ら援助の総額は、被害額を上回る135億ドルに上る1）。四年たった今、これ
らの援助が復興に役立っているのかどうかの評価は、ハードの社会基盤整
備状況や支援案件の完了状況を中心に援助機関主導で行われつつあるが、
住民の視点から見た生活再建に関する災害援助のサーベイは緒についたば
かりである2）。
　国内の災害復興研究に眼を向けると、京都大学防災研究所により阪神・
1）135億ドルは支援表明総額であり、すべてが支出を完了したわけではない（Telford，
　et　al，2006）
2）Tsunami　Evaluation　Coalitionにより2006年に住民へのclaim・holder　surveysが
　行われ．ている（Scheper，　et　ai．2006）。
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淡路大震災からの被災者の生活復興調査が注目される。同調査では「すま
いの状況」、「人とのつながり」、「まちの復興」、「災害へのそなえ」、「心と
からだの健康度」、「生計・暮らし向きの状況」、「行政とのかかわり」とい
った7つの尺度を、生活再建を規定する要因として捉えている（田村ほか
2001、林2005）。田村ほからは、それらのうち生活再建を外生的に規定す
る要因として「まちの復興」（社会基盤）、「すまいの状況」（住宅再建）、「生
計・暮らし向きの状況」（経済の活性化）、「そなえ」（都市計画）などの課
題への取り組みを挙げている。他方、「人とのつながり」、「心とからだ」、
「行政とのかかわり」といった要素を、生活再建を規定する内生的要因と
して捉え、阪神・淡路大震災後の5年間の生活再建施策の評価・見直しを
行っている研究もある（田村ほか2000）。これらの先行研究から示唆され
ることは、住民の生活再建復興感を捉えるためには外的要因とされるハー
ドの社会基盤整備のみならず、内的要因である社会における人間関係、社
会関係資本、行政との関わり、並びに心の安定などのソフトな部分を見て
いかなければならないということであろう。
　当事者である被災者と援助をする側の間には生活再建課題に対する認識
の違いがある3）とされるが、まして、被災地以外の国や地域からの援助が多
い場合、当事者と支援者の間の物理的・社会的な距離が大きく、援助する
側は生活再建を規定するソフトな要因である被災社会の内的要因一制度、
権力構造、人間関係など一に対する理解が不足しがちである。本研究の対
象としたインド洋津波で被害を受けた地域の中には、被災以前から民族紛
争を抱え、貧困に直面した脆弱性（Vulnerability）を伴う社会であるとこ
ろが数多くあり4）、海外からの支援が地域の社会構造や文化的背景を無視
3）　大規模災害後の生活再建復興の取り組みは、当事者である被災者と、その被災者を
　支援する支援者の両面から考える必要があるが、両者の間には往々にして生活再建課
　題に対する認識の食い違いが生まれているという（田村ほか2000）。
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したために社会にマイナスの影響を与えたという報告もある（Haug　et　al．
2006）。途上国における貧困の背景には社会における不公平な資源分配が一
因となっており、資源分配の格差があるところに差しのべられる援助は、
すでに存在する格差を強化することになりかねない（佐藤2005）という指
摘もある。つまり、援助の仕方によってはさらなる格差を広げてしまうこ
と、あるいは不公平な分配による人々の信頼関係やそれまであった社会関
係資本を損なってしまう危険性があるのである。
　他方、開発途上国のコミュニティ・レベルの貧困削減支援では、コミュ
ニティの住民組織（Community－Based　Organizations：CBO）をとおした
開発支援のアプローチ（参加型開発）が有効であるとして、住民組織を活
用した援助が広く行われつつある。住民組織は住民の主体的な取り組み、
自助・自律のためのエンパワメントは効率性と持続性を促進するという考
えから重視されてきた。参加型開発における住民組織は、市場メカニズム
にまかせているだけでは必ずしも適切に分配されない資源を、住民組織を
通して政策的に分配し、住民の自主性に依拠した持続的資源管理をめざす
ものである（重富2004）。災害支援のコミュニティに対する支援においても、
持続的な生計向上のためには住民組織の活用を考慮すべきであるという認
識が援助機関にはあり、住民組織をターゲットとした支援が多く行われて
いる5｝。
　そこで本研究では災害支援と住民組織との関係に焦点をあて、インド洋
津波災害を事例としスリランカ国東部地域を対象に、災害後から4年経っ
た今、①何らかの住民組織に所属している被災者の生活再建状況に対する
4）震源地に最も近いインドネシア国アチェ州や甚大な被害を受けたスリランカ国東
　部、北東部は長年民族紛争が続いている地域である。
5）例えば、日本の援助機関である国際協力機構（JICA）では、津波援助の一環として
　本調査の対象地域である東部州に「日本スリランカ友好村」をつくり、新たな住民組
　織の組織の形成と強化を図っている（JICA国際協力総合研修所2007）
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認識を探り、②住民組織の特徴や参加のあり様が人々の生活再建意識にど
のように関係しているのかを明らかにすることにより、住民組織をとおし
た災害援助のあり方を考えていくことを目的とする。
2．研究の方法
　2．1調査概要と対象
　本研究では、スリランカ国において最も人的被害が大きかった東部州
（Eastern　Province）アンパーラ県（Ampara　District）の二つの行政地
区（Kalmunai　division，　Sainthamaruthu　division）を対象に、被災後の
生活再建に対する意識と住民組織からの支援の関係を量的に明らかにする
ために、被災世帯への質問紙調査（Household　survey）を実施した。
　調査概要は以下のとおりである。
・調査対象　　スリランカ国東部州
　　　　　　　アンパーラ県カルミナイ地区　63戸
　　　　　　　サイナマル地区　127戸
　　　　　　合計190戸
・調査方法　゜質問紙調査（調査員の各戸訪問による聞き取り方式）
・有効回答数’187戸
・調査時期　　2008年8月～9月
　また、質問紙回答者の属性は、性別では男性89人（48％）、女性94人（50
％）、無回答4人（2％）であった。宗教はスリランカの東部州にはイスラ
ム教徒が多く住んでおり、特にカルミナイ地区とサイナマル地区はイスラ
ム教徒が多く居住するコミュニティであったことから143世帯（76％）がイ
スラム教徒ある。ヒンズー教徒（37世帯、20％）はカルミナイ地区のタミ
ル人居住地域（Pandiruppu　area）に住んでおり民族としてはタミル人であ
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る6）。
　回答者の職業は、対象地域が海岸線に面しているところであり、漁業・
農業といった一次産業に従事している人が最も多い（59人、31．7％）。次に
多いのは労働者の45人（24．1％）で、大工、タイルエ、運転手、手工業な
どが占める。その他は主婦、学生、失業者などである。
　教育レベルは、初等教育を終えただけの人が最も多く100人（53．5％）で
全体の過半数を占め、続いて0一レベル（中学校レベル）の47人（25．1％）、
A一レベル（高校レベル）の26人（13．9％）が続く。大学以上の教育を受け
ている人は3人で、まったく教育を受けていない人は8人であった。
　2．2　調査対象地域の概況
　（1）アンパーラ県の概要と被害状況
　アンパーラ県（Ampara　District）は東部州（Western　Province）に属
し、20の行政地区（Divisional　Secretariat　divisions）から構成されている。
人口密度が高く総人口は604，000人で民族構造は42％がムスリム、39％がシ
ンハラ、19％がタミルである7＞。そのうち98％のムスリムとタミルは海岸地
域に漁民、生活しており、今回の津波で大きな被害を被った。また、LTTE
（タミル・イーラム解放の虎）との紛争地域であるため、国内避難民
（IDPs）、社会基盤の破壊、高い比率の未亡人世帯などの影響で、人口の約
半分は貧困ライン以下で暮らしている（UNDP　2005）。
　アンパーラ県の主な生計手段は農業で、スリランカ全体の米生産高の25
6）民族による違いを見るためにタミル人への調査も試みたが、現地の治安の関係上、
　これ以上のデータを回収することができなかった。
7）2003年のスリランカ国保健省人口局統計による。スリランカ全人口の6％がムスリ
　ムとされている中で、この地域はムスリムが多く住んでいることが特徴的である。ア
　ンパーラ県にある国立大学South　East　University　of　Sri　Lankaはムスリムが通う大
　学として設立された。
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％を占め、耕作地の面積は67，500ヘクタールにのぼる。海岸線に位置する
ところでは漁業もしくは漁業関連産業で生計を立てている人が多い。その
ほかにも製糖工場、タイル・レンガ工場、精米所、縫製業などがある。
　スリランカは震源地に最も近いインドネシアについで被害が大きな国で
あり、死者行方不明者数で見ると、インドネシアが167，540人、スリランカ
が35，322人であった。経済的側面に目を向けると、スリランカは被災地域
が全海岸線の約3分の2にわたり、首都の周辺から政府とLTTEの対立が
続く北部および東部までが含まれているため、津波の損害額はGDPの7．6
％と算定され、インドネシアにおける2．0％を大きく上回るという報告がな
されている8）。その中でも本調査の対象地域である東部州アンパーラ県の
被害は、表1に示すとおり甚大なものであった。大きな人的被害と家屋へ
の損傷をもたらした理由は、同県の東側は海岸線ぎりぎりのところに居を
構える人々が多かったことによる。彼らの多くは漁民もしくは漁業関連産
業で生計を立てており、津波災害後の支援もまずは漁船、漁具の供与から
開始されている。特に今回の調査対象となった二つの行政地区（カルミナ
イ地区、サイナマル地区）は海岸線に位置しているところが多く、その結
果、家屋が流されるなどの多大な津波被害を受けることになった（表2）。
表1　スリランカにおける県別津波被害
アンパーラ バティカロア ゴール ハンバントータ ジャフナ カルタラ
死亡者
i人） 10，436 3，000 4，200 3，100 2，600 （N．A）
家屋被害
@（戸） 24，438 17，94812，781 4，084 5，109 6，124
出典：Haung，　M．＆Weerackody．C．（2006）
8）　これらのデータはTelford，　et　al．（2006）に依拠する。
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表2　調査対象地区の海岸からの距離と家屋被害
（単位：戸）
全壊 部分的な損害
i使用不可）
部分的な損害
i使用可能） 合計
200m
熨､
200m
O側不明
200m
熨､
200m
O側 不明
200m
熨､
200m
O側不明
200m
熨､
200m
O側 不明
カルミナイ
n区 2，0941，422 2224170525 3262，772 82，6614，899255
サイナマル
n区 615163 一 185178 3821，196 一 1，18215372，719
注：海岸からの距離はバッファーゾーンである200mの内側か外側で区別
出典：スリランカ統計局
　（2）津波支援の概況
　スリランカでは地震発生直後、非常事態宣言が出され、救援活動を調整
する機関として大統領府のもとに国家対策センター（CNO：Center　for
National　Operations）が創設され、三つのタスクフォースが設置された。
県レベルでは、被災した県ごとに現地タスクフォースが設置され、緊急段
階における計画、実施、調整が行われた（外務省2008）。本調査地域を含
む北東部では、政府とLTTEが協力して救援・復旧に対応した。その後2005
年11月の政権交代を経て、復旧・復興活動すべての機関を統合した復興・
開発庁（RADA：Reconstruction　and　Development　Agency）が設立され
たが、2007年半ばには国家建設省（Ministry　of　Nation　Building　and
Estate　lnfrastructure　Development）に吸収されている。津波直後のCNO
の迅速な設置などは初期の救援活動をスムーズなものにした要因のひとつ
として援助機関間では認識されている（Jayasuriyama　2005）。
　コミュニティ・レベルの救援・復興過程で大きな問題となったのは、家
屋の復旧に関し海岸線からある一定距離の問にバッファーゾーンを設定す
るプロセスである。当初は400mとされていたものがその後100mになり、
現在は200mとなっている。バッファーゾーンに指定されたところに津波以
前から居住していた人のうち、土地・家屋の所有権の有無によって支援の
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差があったため、同じ住居を失った人たちの間で不公平感が広がった。今
回の調査対象地域は海岸線に沿ったコミュニティであるため、回答者の7
割以上がバッファーゾーンの200m以内に住んでいた人々である。
　国際社会の対応であるが、スリランカ全体に対しては18力国の政府、12
の国際機関、数百といわれるNGOから総額3，090百万ドルに上る支援額が
コミットされた9）。
　（3）住民組織の種類と特徴
　本調査における住民組織の定義は緩やかである。調査員は「コミュニテ
ィにおいて住民がメンバーとなっている何らかの地域組織に参加している
人」を対象に調査を行っている。調査側から組織の種類を予め提示しなか
ったのは、対象地域の社会文脈や社会構造において住民自身が「住民組織」
と認識しているものをあげてもらった方が、住民の生活により密着した組
織を特定できると考えたからである。中には複数の住民組織に所属してい
る人もいるが、特に積極的にかかわっている組織について詳細質問に回答
してもらっている。その結果、大きく分けて①漁業・農業組合（Fisheries／
Agricultural　Cooperatives）、②女性グループ（Women’s　Group／Society）、
③農村開発グループ（Rural　Development　Society）、④NGO（Non　Gov－
ernmental　Organization）の四つの種類が確認された。
　漁業組合や農業組合は同じ職制を持つ人々の集まりである。スリランカ
の協同組合は1906年に設立された貯蓄信用組合に始まり他の協同組合もそ
のころに設立されている。漁業組合は1972年、1989年の整備・再編成を経
て、現在は協同組合省（Ministry　of　Co－operatives）の管轄にある。漁業
組合は漁業者ならびにその家族で（18歳以上）10）、組合が組織されている行
9）　Sri　Lanka　Post－Tsunami　Recovery　and　Reconstruction，　December2006のデータ
　による。
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政村に居住しており、入会金と出資金を拠出すればメンバーになれる。主
な活動は、漁民に対する融資であるが、100名以上になると大型動力船購入
のための信用貸付なども可能になるため、構成員を増やすことが先決で、
その際に地域の有力者が組合を私物化することがあるという指摘もある
（高桑2008、p113）。1980年代になると、貧困削減を目的とした参加型開
発のアプローチが多くの援助機関（ドナー）で取られるようになった。地
域住民の主体的参加やジェンダーの視点を取り入れたコミュニティ開発が
協同組合をはじめとする地域組織を単位として始められ、住民の組織化が
以前にもまして推進されるようになった（Gunatilleke　1998、高桑2008）。
　農村開発グループ（Rural　Development　Society）は1940年代から始ま
ったコミュニティ・レベルの組織化の一環として、農村インフラを自力で
開発することを目的に設置されるようになった。現在は州の農村開発局
（Provincial　Rural　Development　Department）が主管となり、農村開発
女性グループ（Rural　Development　Women’s　Society：本稿では「女性グ
ループ」と呼ぶ）と同様に登録制になっており、その目的は地域の経済社
会発展の促進に関わることとされている。農村開発グループと女性グルー
プは、官主導による組織化が先行しており、政府への利益供与やエリート
による資源独占などが見られ、コミュニティのエンパワメントへの効果は
ほとんどみられない、という指摘もある（Guantilleke　1998、　p20）。
　NGOは1940年代から始まったコミュニティ開発のムーブメントを政府
から独立した組織として支える役割を担ってきた。特に1970年代後半から
80年代後半は前述したドナーによる参加型開発の媒介として、かなり多く
の資金がNGOに直接流れるようになり、スリランカにおけるNGOの最
10）　したがって女性でも可である。今回のアンケート調査でも女性の構成員がいた。女
性が漁業組合に熱心であるのは組合をとおして生活に必要なお金が借りられるからだ
　という（高桑2008、p121）。
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盛期と位置づけることができる（Guatilleke　1998、　p21）。しかし一方で、
津波災害後は莫大な援助資金の受け皿として多くの新しいNGOが登録さ
れたものの、にわか仕立てのNGOであるため、組織として適切に機能しな
い例も見られたという11）。
　さて、これら異なる住民組織によって、津波の影響に違いがあるかどう
かを家計の変化から捉えてみたい。津波以前と津波以降の1か月の平均収
入が所属する住民組織によって異なっているかどうかを見るために、収入
の平均値を比較したものが図1である。グループ間の平均値の差は、多重
比較によると、女性グループと農村開発グループの差が有意となっている
（p〈0．05）。図1の結果から、農村開発グループは女性グループよりも1
か月の平均収入が増加していることがわかる。
図1　住民組織別　津波前と現在の平均収入（1か月）の平均値
　　　　　　　津波朗の平均収入｛Rp｝　　　　現在の平均収入（Rp，
　　　騨漁築・農禦組含　鞭女性グルー一ブ　篇農村開発グルー一プ
注：現在の平均収入とは調査時点の2008年8月～9月を指す
11）2007年9月に実施したカルミナイ地区における住民へのインタビューによる。彼ら
　は、これらの新しいNGOを「マッシュルームNGO（キノコのようにニョキニョキと
　生える〉」として椰楡していた。
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　2．3　分析方法
　本調査では住民組織に参加している人々を対象に「被害状況」、「生活の
再建状況」、「住民組織とのかかわり」、「住民組織の特徴・風土」に焦点を
当てて質問紙を構成した。
　本研究ではまず質問紙のデータから、生活再建度を示す要因について定
量的に把握する。次に、属性、被害状況、住民組織の種類と特徴、住民の
組織との関わりなどのデータを整理し、住民の生活再建を規定する要因を
統計的手法により絞り込み、その関係性を分析する。最後に住民の「生活
再建度」を説明する各要因が、相互に全体としてどの程度人びとの生活再
建意識を規定するのかを一般線形モデルにより分析する。
図2　分析モデル
一幽階七幽一瞥th@　－一「一齢…，「一闇一旧「
　　　　住民の属性
　　　　　被害状況
所属組織との関わり方
「蕪の薫
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3．調査結果及び考察
　3．1　生活再建度の要因
　（1）生活再建度と住民組織
　津波災害後4年経った今、人々が生活再建の程度をどのように認識して
いるのかを把握するために、現在の生活の状況について4段階評定尺度法
で評価してもらう質問を10問設定した。あえて5段階にしなかったのは「ど
ちらともいえない」という回答を避けることで生活再建に対する住民の意
識をより明確化したいという意図による。
　質問項目の内容は、人間の基本的人権を保障する枠組みとして人間の安
全保障概念12）として提唱されているものを網羅するようにした。すなわち、
安全な水、初等教育、食糧、健康、雇用、住まい、精神的安定、エンパワ
メントといった要素である。特に対象地域では被害が甚大であったため、
これら諸要素を一瞬にして失った人々も多い。これらに対する回答データ
について住民組織別の平均値を表したものが図3である。これを見るとす
べての項目で有意差が認められる。全体として農村開発グループに所属し
ている人の生活再建度が高く、NGOは低い。その中間に漁業・農業組合と
女性グループが位置していることが見てとれる。このように人々の生活再
建状況に対する意識は、所属する住民組織によって違いがあることがわか
る。
12）　人間の安全保障とは、人間の生存、生活、尊厳を脅かす様々な脅威を包括的に捉え、
　これらに対する取り組みを強化しようとするもの。国を超えたコミュニティ、個人レ
　ベルの安全保障を提II昌するもので従来とは異なる安全保障の概念である。人間として
　最低限の環境が与えられる権利があるとして、教育、保健医療、安全な水、食糧への
　アクセス；紛争や差別などの脅威からの解放などが要素として含まれる。
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図3　住民組織別　生活再建度平均値の違い
ー?「?????????????????
竺羅・一
　　　　＋漁業・農業組合　　・舞一女性グループ
　　　　＋農村開発グループー彊一NGO
＊＊1％水準で有意　＊5％水準で有意
　（2）生活再建度の要因
　前述した四つの住民組織の支援によってどの程度生活再建がなされたと
感じているのであろうか。ここでは生活再建度に関する質問項目を使い、
因子分析により要因の分類を行った。その結果、初期解の固有値の落ち具
合から判断して、表3に示す2因子を抽出した。二つの因子で全分散の
63．547％が説明できる。この第1因子を「社会サービスのアクセス度」、第
2因子を「暮らしと心の安定度」と定義し、それぞれの因子得点をもって
相対的な生活再建度の違いを示す要因とした。雇用や所得向上を含む生計
状況と精神的な状態が一つの因子として捉えられるということは、心の安
定には生活の基盤となる最低限のお金を持続的に生み出せる状況が必要で
あることが示唆される。
　3．2　生活再建度の認識を規定する個別要因
　生活再建度を規定する個別の要因を明らかにするために、まず、先行研
究を参考に質問項目の中から生活再建度と関係のあるものを整理し、個別
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表3　生活再建度の因子分析結果
第1因子： 第2因子：
社会サービスへの 暮らしとこころの
アクセス度 安定度
安全な水の確保 欝　　　　　　　　ギ　甫
@　　死S
一〇．097
子供の教育機会の確保 　几構秩f7 一〇．116
　　一’ﾃ　 　　闇臣ド健康状態の改善 一〇．056
　再　　　　　ゴ7㍉～～
食糧の確保 0，167
家屋の整備 　　　　　　　　，ｺ 0，236
所得の向上 一〇．234r鞍　　丁珪一学　r裏蛤@　　　　　　　綴
安心感
C力の充実
ﾙ用の確保
A帯感
0，105
O，056
O，192
O，403
窪塑腺駅　…一’仙^l鷲灘　　　　　　　　竺
　　　　寄与率（％）　　　　　54。015　　　　　9．532
因子抽出法：主因子法　回転法Kaiserの正規化を伴うプロマックス法
　　＜生活再建度の要因＞
1）社会サービスへのアクセス度
2）暮らしと心の安定度
の項目ごとに関係性を分析し、生活再建度を規定するフレームを構築する。
　（1）回答者の属性
　本研究では、援助地域の社会構造に焦点を当てていることから、性別、
民族、職業などによって生活再建に対する認識に違いがあるかどうかをま
ず見てみる。性別による平均値のt検定をした結果、「社会サービスへのア
クセス度」と「暮らしと心の安定」の双方に有意差があった（図4、N＝184）。
この結果から女性の方が復興過程における不満が高く、ジェンダー間の不
公平感が生活再建度の認識を規定していることがわかる。
　また、職業別に生計再建度の2要素について分散分析を行った結果、双
方について有意差が得られた（図5、N＝176）。この結果からタイルエ、大
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図4　性別　生計再建度の各要因の平均値
0．250
α200
015◎
0、100
0、050
0、000
・0，050
・0100
・01ろ0
・0200 　　　　　　　・O．178　　　　　　　　　　　　　－0．176
社会サービスへのアクセス度　　こころと暮らしの安定度
　　　　｛P濫0012｝　　　　　　　　　lp＝◎・018｝
　　　　　　　　扇男性wa女性
図5　職業別　生計再建度の各要因の平均値
0、800
0，600
040◎0200
0000
・0．200
・O、400
・0，60◎
つ，800
04ﾏ6
社会サービスへのアクセス度　　　こころと暮らしの安定度
　　　　（P・0、000）　　　　　　　　　（P＝O・000）
●漁業・農纂　　臓公務員　　　　■1民問（事務職）
●罠問（労働者），民間（自宮棊）…無職
工、ドライバーといったブルーカラーの職業従事者と自営業者の生活再建
度が低く、復興の現状を厳しいと感じていることが明らかである。
　なお、民族と学歴については、生活再建度のいずれの要素とも有意な差
は得られなかった。
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　（2）被害状況
　大規模自然災害である地震や津波では、家屋や家財への被害が大きく、
生活の基盤を失うのみならず、人的な被害、家財に対する思い入れなど、
生活の復興感に強い関連があることが先行研究で明らかになっている（黒
宮ほか2006）。そこで、本調査でも、被害状況を把握するために家屋への
被害状況を4段階で評価してもらった。今回の調査では過半数の回答者の
家屋が全壊しており、「かなりの損壊」、「少しの損壊」を入れると、99％が
何らかの被害を受けている。これは、回答者の7割を超える人々が海岸線
から200mメートル以内に居を構えていたことから、津波によって一瞬の内
に家屋を流されたり、破壊されたりした人が多いためである。それらの被
害状況と生活再建度の二つの要因について分散分析を行った結果、「社会サ
ービスへのアクセス度」と「暮らしと心の安定」について有意差が見られ
た（図6）。この結果から一部損壊の人が最も生活再建度が高いと認識して
いることがわかり、被害が全くない人の方が生活再建度が低いと感じてい
るという興味深いデータが示された。この背景には、もともと貧困層が多
い対象地域において十分な社会サービスが行われていないために、災害後
は被災者に集中して分配された資源への不公平感が住民の間に生まれてい
図6　家屋被害別　生活再建度の各要因の平均値
●被書なし（N＝15隔一部損壌（N＝．窮川半壌（N＝60）腫全壌（N＝．51）
0600　　　　　　　　　0ろ08
0．400
0200
0000
－OL）OO
つ40⑪
・0600
　　　　・0642・0800
　　　　社会サービスへのアクセス度
　　　　　　　　（p＝O．OOO》
■・0．198
・O．584
こころと暮らしの安定度
　　　（P＝0000）
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る可能性がある13）。
　（3）所属住民組織の種類
　ここでは、住民が現在所属している住民組織と生活再建度との関係を見
てみる。回答者は何らかの組織に所属しているが、最も活発に参加してい
る組織を挙げてもらったところ、①農業・漁業組合（N＝51）、②女性グル
ープ（N＝90）、③農村開発グループ（N＝26）、④地域NGO（N＝17）に
分類できた。まず、それらの種類別と生活再建度との関係を分散分析した
結果、二つの要素について有意差が得られた（図7、N＝172）。この結果か
ら農村開発グループの生活再建への満足感が他のグループと比較して高く
なっていることがわかる。NGOに所属している住民の生活再建度の平均
値が低いことは、対象地域における災害復興過程のNGOの特徴や役割を
探る上で留意すべき点である。
図7　所属住民組織別　生活再建度の各要因の平均値
　劇漁業・農業組合　礁女性グループ
1．200　　　　　　　　　　0．985】L．000
◎．800
◎．6◎0
◎．400
0．200
◎．000
・◎．200
・◎．400
・0．600
つ．800 　　　　　　　　　・0．630
社会サービスへのアクセス度
　　　　（p＝O．000｝
こころと募らしの安定度
　　　（p；O．000｝
13）被害を受けた人と受けなかった人の間で対立が生じ、既存の社会構造が壊れている
　という報告もある。（UNDP　2005：p25）
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　（4）住民組織との関わり
　住民の所属組織との関わり方と生活再建度との関連を、①住民組織の設
立時期（津波以前か以降か）、②住民組織への参加時期（津波以前か以降か）
ならびに③住民組織への参加動機の3点から分析した。いずれの場合も生
活再建度の平均値に有意差が得られた。
　まず図8および図9に示すとおり、津波以前から存在している住民組織
に参加している人の方が、津波をきっかけに新しくできた組織に参加して
いる人よりも生活再建度を高く評価しており、組織参加時期も津波以前か
ら参加している人の方が平均値は高い。この結果から、災害発生時期を境
にそれ以前の住民組織とそれ以降の住民組織の特徴の違いや、参加時期の
違いに注目すべきことが示唆される。海外からの援助機関（政府機関およ
び国際NGO）は、参加型開発の流れを汲んで地域の草の根組織との連携を
前提とするものも多く、それら援助資金を受け取るために地域NGOや住
民組織が多く設立されたことが報告されている（Scheper，　et　al．2006）。現
地でのインタビューによると、津波以降、海外から寄せられた多くの援助
図8　住民組織の設立時期別　　　　　図9　住民組織への参加時期別
　　　生活再建度の各要素の平均値　　　　　生活再建度の各要素の平均値
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の受け皿として出来たグループがNGOとして地方政府へ登録することケ
ースが目立ったが、援助資金は必ずしも効果的に活用されていないとい
う’4）。その中には、公平な資源分配が行われていない組織もあり、にわかに
作られた組織の弱さが本結果につながっていることが推測される。また、
津波以前から住民組織に参加している人と津波以降の人の間には、メンバ
ーとの関係性の強さや津波支援の分配方法に差があるかもしれない。
　次に住民組織への参加動機について、「参加させられた」、「誘いがあっ
た」、「自発的に参加した」の三つグループ間で生活再建度の評価に違いが
あるかどうかを分散分析した結果、生活再建度の二つの要素の平均値に有
意差が認められた（図10）。参加動機については「参加させられた」と回答
したグループの方が生活再建に不満を抱いていることがわかった。前述し
たように支援の受け皿として新しくできたNGOや住民組織は、政府もし
くは国際援助機関からの支援を得るためにメンバーを募る必要があった
が、そのような組織では資源分配などの運営が必ずしも適切に行われなか
ったのではないかと推測される。
図10参加動機別　生活再建度の各要因の平均値
O．600
0．400
0。200
0．000
－O．200
・0．400
・0．600
薗祉会サービスへのアクセス度　　meこころと暮らしの安定度
　如＝0．000）　　　　　　　　　　　　　　　　（p＝0．000）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．751
14）2007年9月1日一一　9月4日にサイナマル地区、カルミナイ地区において実施。
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　（5）住民組織の風土
　住民組織の特徴が生活再建度に及ぼす影響については、「組織風土」の諸
要因を中心に質問紙を構成した。組織風土（organizational　climate）とは、
「組織に関するメンバー全体の主観的な印象あるいは知覚の総体」（林
2000、p259）であり、たとえば集団内部のコミュニケーション、信頼関係、
権限、組織の管理方式、社会関係などを含む。したがって構成員の組織に
対する認識を見ることにより、組織を特徴づけることができる。これらに
ついて12問の質問項目を設定し、4段階評定尺度法により回答を得た。
　組織風土と生活再建度の関係を調べるために相関係数を求めることと
し、それに先立って因子分析により組織風土の要因の分類を行った結果が
表4である。初期解の固有値の落ち具合から判断して、四つの因子を抽出
した。第1因子は活動への参加に対するメンバーの負担感を表す項目で「参
加への負担感」と定義した。第2因子はリーダーの機能と外部組織のつな
表4　組織風土の因子分析結果
第1因子： 第2因子： 第3因子： 第4因子：
参加への リーダーシ 公平な 信頼関係
負担感 ップと連携 手続き
活動に参加することはときに負担となる 　　　ゴ蛛@　　　1 0，008 0，040 0，015嚢　　　　　　　き、蓑
たまに活動への参加を強要される 麹蝋ii 0，028一〇．104 一〇．125
組織の活動に多くの時間を費やさなけれ
ﾎならない
　　　　r刀E灘！　　　茎　　芋 一〇．090 0，107 0，124
リーダーが機能している
n方行政・政府とのつながりが強い
＜塔oーは積極的である
　一@〇．038
|0，128
@0．264
1灘一〇．057|0，138
|0，087
0，147
O，101
O，043
銀行、学校、住宅局等フォーマルな組織
ﾆのつながりがある 一〇．127 難 0，162 0，123
資源は公平に分配されている
ﾓ見の違いについて十分な話し合いを行う
ﾓ思決定プロセスに参加できる
　0．026
|0，052
@0．108
　0．209
|0，099
|0，224
一〇．227
@0．205
@0．203
津波支援の内容についてメンバー間で十
ｪ協議をした
＜塔oー間の信頼関係は強化された
一〇．048
@0．055
0，140
O，317
　0．221
|0，025
灘難
　　　　　　　　　　　　　寄与率　　16．879　　10．998　　5．508　　3．952
因子抽出法：主因子法回転法：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法
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がりの強さ、メンバーの積極性についての質問が含まれており、リーダー
シップのもと外部組織とのつながりを活用していることを評価する項目と
して「リーダーシップと連携」と定義した。第3因子は内部の協議の仕方
と資源の公平分配に関する項目で、「公平な手続き」と定義した。第4因子
は、津波災害の時のメンバー間の対応や、信頼関係についての項目でメン
バーの組織に対する「信頼関係」とした。
　これら4因子と生活再建度の二つの要因を含めて、各項目間の相関係数
を求めたものが表5である。組織風土の要因である「参加への負担感」と
「公平な手続き」は生活再建度の「社会サービスへのアクセス度」と「暮
らしとこころの安定度」の項目と相関関係があるが、いずれも負の相関を
示していることに注目したい。組織の活動への参加を負担に感じることは、
組織の災害支援を前向きに受け止めておらず、生活再建度を低く感じてい
ると考えられる。また、「公平な手続き」と生活再建度が負の相関にあるこ
とは、大規模災害後の支援は被災の規模ごとに「公平」に行われなければ
ならず、その意味での「公平性」が欠けていた場合、かえって不公平感を
招く結果になるということが考えられる。すなわち、ここでいう「公平な
表5　組織風土と生活再建度の相関
社会サー
rスへのAクセス度
暮らしと
ｱころの
ﾀ定度
参加への
薗S感
．外部組織と
ﾌつながり 公平性 信頼関係
社会サービスへ
のアクセス度
1
暮らしとこころ
@の安定度 0．698＊＊ 1
参加への負担感 一〇，387＊＊一〇．283＊＊ 1
外部組織との
@つながり 一〇．060 0，132 0．177＊＊
1
公平性 一〇．200＊＊一〇．134＊＊ 0．392＊＊ 0．624＊＊ 1
信頼関係 一〇．041 0．196＊＊一〇．087 0．167＊一〇，088 1
＊・1％水準で有意　・5％水準で有意
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手続き」とは、「被害の規模に適切に応じていない不平等」を意味している
ことが示唆され、災害時における住民組織内の資源分配のあり方が問われ
ているのではないだろうか。また、「信頼関係」と「暮らしとこころとの安
定度」にプラスの相関が認められる。これは、メンバー間の信頼関係が個々
人の精神的な安定につながっているものと考えられる。
　3．3　生活再建度の認識を規定する要因
　（1）重回帰分析による結果
　これまで生活再建への認識に影響を与える因子について個別に関係性を
見てきたが、ここではそれらを統合し因子全体が生活再建度の認識をどの
ように規定しているかについて見る。そのために、生活再建度の二つの要
因である「社会サービスのアクセス度」と「暮らしとこころの安定度」を
従属変数とし、両変数と関連することが個別の分析で明らかになった因子
を説明変数とし重回帰分析を行った（表6）。性別、所属組織、組織の設立
時期、参加時期、参加動機といったカテゴリー・データはダミー変数に置
き換え分析した。
　まず「社会サービスへのアクセス度」について説明力が最も高いのは、
「組織の参加動機」であった。つまり自分の意思で組織に参加した人かど
うかが社会サービスへのアクセス度に対する満足度を規定しており、強制
参加ではなく自発的に参加した人ほど社会サービスへのアクセス度を高く
評価していることがわかる。次に住民組織別の「住民組織2（農村開発グ
ループ）」の規定力が高く、農村開発グループに所属している人の方が他の
組織より社会サービスの恩恵を受けていると感じていることが明らかであ
る。これに次いで組織風土の「リーダーシップと連携」要因の規定力が高
く、組織内のリーダーシップがあり、また外の組織との連携が整っている
住民組織のメンバーほど社会サービスにアクセスができているといえる。
一方、「参加への負担感」がマイナスの係数で説明力がある。これは、組織
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表6　住民の生活再建の認識を規定する要因
従属変数
独立変数 社会サービスへのアクセス度 暮らしとこころの安定度
偏回帰係数i標準化係数i有意確率　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I 偏回帰係数i標準化係数i有意確率　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I
性別 　　l　　　　　　　　　　　　　　　　In．4051　　　0．2041　　0．073　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 　　1　　　　　　　　　　　　　　　　脚O．4931　　　0．2621　　0．057　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1
??
職業1（漁業・農業）
E業2（公務員）
E業3（民間・事務職）
E業4（民間・労働者）
E業5（民間・自営業）
　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　l 　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I@O．2531　　　0．1261　　0．395　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
O．602iO，201iO．020　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
??????
住民組織1（女性グループ）
Z民組織2（農村開発グループ）
Z民組織3（NGO）
　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　l|0．0071　－0．0031　　0．982　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　● 　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　闘黶Z．5421　－0．2891　　0．096　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
??????
組織の設立時期
g織への参加時期
g織への参加動機
　　　脚　　　　　　　　　　　　　　　　1 　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　冒
@0．0851　　　0．0451　　0．666　　　1　　　　　1－0，1921　－0．1011　　0．352　　　1　　　　　1
@0，2861　　　0．1471　　0．057　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
????参加への負担感
梶[ダーシップと連携
?ｽな手続き
M頼関係
　　　脚　　　　　　　　　　　　　　　　1|0．3031　－0．2631　　0．000　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　I|0，2101　－0．1911　 0．013 　 1 　 　 　 　 　 　 　　　　　1
家屋の被害状況 　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　l|0．0181　－0．0171　　0．768　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　1 　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　In．0081　　　0．0081　　0．905　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
決定係数R2乗 0，568 0，322
調整済みR2乗 0，517 0，299
有意確率 0，000 0，000
N＝163
注　「性別」：男性＝0、女性＝1
　　「職業」：漁業・農業組合＝1、公務員2、民間（事務職）＝3、民間（労働者）＝4、民間（自
　営業者）＝5、その他＝0
　　「所属組織」：漁業・農業組合＝0、女性グループ＝1、農村開発グループ＝2、NGO；3
　　「組織の設立時期」：津波以前＝1、津波以降＝0
　　「組織への参加時期」：津波以前＝1、津波以降＝0
　　「組織への参加動機」：誘いに乗って参加および自発的参加＝1、参加させられた＝0
　　「組織風土」：全くそう思わない＝1、あまりそう思わない＝2、ある程度そう思う＝3、強
　くそう思う＝4
　　「家屋の被害状況」：ほとんどない＝1、少しある＝2、かなりある＝3、全壊である＝4
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活動へ参加することを負担と感じている人ほど社会サービスへのアクセス
度を低く評価しているということになり、参加型のアプローチがすべての
条件化で良いインパクトを与えているとはいえないことを示している。ま
た、職業別の「職業4（民間・労働者）」は因子がマイナスの規定力を示し
ており、他の職業と比較して単純労働やブルーカラーの仕事についている
人ほど社会サービスへのアクセスが制約されていることがわかる。
　もうひとつの従属変数である「暮らしとこころの安定度」を規定する要
因を見てみる。最も説明力が高いのは、組織風土の「リーダーシップと連
携」で組織がリーダーシップのもと外部組織との連携が強い組織に属して
いる人ほど暮らしとこころが安定していると感じていることがわかる。次
に職業別の「職業2（公務員）」の規定力が高い。これは、公務員という安
定した職業からくる安心感を反映しているのではないかと考えられる。こ
れについで、組織風土の「信頼関係」のの説明力も高く、メンバー間の信
頼関係や相互扶助の行為が人々に暮らしとこころの安定感をもたらしてい
ることが明らかである。一方、住民組織の「住民組織3（NGO）」がマイナ
スの係数で有意であり、NGOのメンバーが暮らしとこころに不安を抱え
ていることがわかる。また、社会サービスへのアクセス度を規定したのと
同様に「参加への負担感」因子がマイナスの係数を示しており、参加に消
極的な人や負担を感じている人の方が暮らしやこころに不安を感じている
と考えられる。
　（2）住民組織と組織への参加状態
　重回帰分析の結果、住民の生活再建度の認識を説明する要因として、「組
織への参加動機」および「参加への負担感」といった「組織への参加状態」
があげられることがわかったが、ここでは各住民組織と組織とのかかわり
方の差を見てみたい。右2因子に加えて、個別に有意差が認められた「組
織への参加時期」の因子を含めた二つの因子で住民組織ごとに平均値の差
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があるかどうかを比較したものが図11、図12、図13である。
　まず「組織への参加時期」とのクロス集計では、グループ問に有意差が
あり、漁業・農業組合および農村開発グループは8割から9割が津波以前
から参加している（図11）。その一方で、NGOは約2割と少なく、このこと
図11住民組織別「参加時期」分布
1鍛訴二二
1際
40％1
塁8琴愈11
・8癖二r一
避
　　　～　f｝。ge－＠ts，、，
〆／！／ノボノ
「”邪…「@醐津波以降
　　　鷹津波以前
（x2＝48，　df＝3，　p＝0．000）
図12　住民組織別　　「参加動機」の分布
100％
go％80％
？◎％
6◎％
5◎％
40％
＄0％
20％
10％
　0％
???
??
???? 評漣
霧白発的参加
購誘いがある
o参加させられる
（x2＝21，　df＝6，　p＝0．001）
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図13　住民組織別　　「参加への負担感」の平均値
から津波以降に新しいNGOもしくは活動を活発化したNGOがあること
がわかる。
　「組織への参加動機」と所属している住民組織のクロス集計（図12）で
は、グループ間に有意差があり、NGOの9割を超える人々は「参加させら
れた」と回答しているのに対し、農村開発グループは3割を占めるのみで
ある。つまり、参加時期の分析結果と照らし合わせると、NGOの多くは津
波後に活発化した、あるいは活発化するために構成員を集めたのではない
かと考えられる。
　次に、「参加への負担感」を分散分析した結果、住民組織間で有意差が得
られ、農村開発グループの構成員は他に比べて組織の活動へ参加すること
に対する負担感が低いことがわかった（図13）。農村グループのメンバーは、
参加への抵抗感が少ないか、もしくは活動自体に参加の要素が少ないこと
が推察される。
4．結論と今後の研究課題
　規模において未曾有の災害であったインド洋津波は、外国からの多くの
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援助をもたらした。援助機関は政府機関、国際NGOを問わず、支援の効果
を上げるために地域に密着した住民組織を活用する支援を行ってい’るとこ
ろが多い。本研究では、このような背景のもと、住民組織に所属している
住民が生活再建度合いをどのように認識しているか、またその認識を規定
する要因を住民組織の種類、特徴を中心に探り、住民組織をとおした災害
援助のあり方を考えていくことを目的とした。これまでの分析結果から、
津波災害後の生活再建度を規定する要因として、「職業」、「住民組織の種類」
といった属性に関する因子、「組織への参加動機」、「参加への負担感」とい
った住民組織への参加に関する因子、ならびに「リーダーシップと連携」、
「メンバー間の信頼関係」といった組織風土因子を指摘することができる。
これらを踏まえ、今回の調査で示されたこととして三つの点を指摘したい。
　第一に、職業では会社や組織体に雇用されていないタイルエ、ドライバ
ー、単純労働者、手工業といった必ずしも組織に属さない「民間労働者」
因子のマイナスの規定力が高かったことから、非正規雇用者の生活再建の
認識が低いことがわかる。これは、漁業や農業に従事するものは各組合が、
公務員や民間事務職は行政組織や会社がそれぞれ生活再建に向けての取り
組みを行ってきているのに対し、非正規雇用者はそのような組織的な取り
組みの恩恵を受ける機会が少ないためであることが推測され、災害復興過
程においては、そのようなフォーマルな組織に属さない「インフォーマル
セクター」に対する取り組みが必要であることが示唆される。
　第二に、住民組織では「農村開発グループ」因子の規定力が高かったこ
とから、「農村開発グループ」が災害後適切に機能していたであろうことが
推測される。第2節において概観したように、農村開発グループの歴史は
古く1940年代から組織化が始まった。州の農村開発局が主管となり、地域
の社会経済発展を促進するためのアクターとして存在している。いわば「官
製」の住民組織であり、政府への利益供与や汚職の温床といった批判もあ
るが（Guantilleke　1998、　p20）、この大規模災害後という特殊事情下におい
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ては生活再建に向けての資源配分がそれなりに行われたのではないかと考
えられる。他の住民組織との違いとしては、①メンバーの多くが男性であ
り15）、③参加への負担感が少ないと感じているメンバーが多い（図13）点が
あげられる。「農村開発グループ」の説明力の強さとその背景を論じるには、
具体的にどのような支援がどのような意思決定方法で行われたのか等詳細
に検討されなければならないが、現時点の仮説として、大規模災害時には
「官製」であるからこそトップ・ダウンの命令系統が働き、復興過程にお
いて必要なところヘタイミングよく支援が行われたのかもしれないという
点を挙げておきたい。これは重回帰分析の結果、ボトム・アップで新しく
できた現地のNGOの「暮らしとこころの安定度」に対する規定力がマイナ
スの係数であることからも推察できるが、農村開発グループの具体的な貢
献要因については今後の研究課題である。
　第三に、住民組織への参加の状態によって生活再建度の認識が異なった
ことから、個人の組織へのコミットメントのレベルに注目したい。自発的
に参加した人や参加を負担と感じていない人たちの方が生活再建が進んで
いると回答している。「自発的な参加」と「強制的な参加」は住民組織のメ
ンバーになるという意味では同じであるが、異なる行動パターンとして把
握されなければならない。前者は自らが問題を認識したうえで、参加する
ことによって何らかの便益を得ることができるだろうという期待のもと参
加という行動を起こすと考えられる。それに対し後者は、外部からの働き
かけがあり、何らかの断れない理由から参加したケースである。対象地域
では、津波以降、多くの住民組織が作られたが、それは外から大量に注ぎ
込まれたの援助介入の受け皿として機能するためであり、地域に資金が入
るように急遽作られたという事例が報告されている（Scheper　et　al．2006）。
ただしそのような組織では今回の調査で規定要因として認められた「リー
15）今回の回答者のうち農村開発グループに所属している26人はすべて男性である。
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ダーシップと連携」や「メンバー間の信頼関係」が極めて弱いことが想定
される。また、組織を立ち上げることができる地域のリーダーや有力者に
偏って資源分配が行われるエリート・キャプチャー（Elite　Capture）が起
こりやすい16）。つまり、「参加させられた」という人々には公平な資源分配
が十分に行われず、一部の人々に偏って資源分配がなされていたのではな
いかと考えられるのである。
　地域には地域の文脈に基づいた社会構造が存在する。住民組織はそのひ
とつの表われである。外部からの介入である援助は、特に災害援助のよう
に緊急を要する場合は地域の文脈を一旦受け入れる形で行う必要があると
考える。しかしその一方で、本当に支援を必要としている人々に届くよう
な仕組みが必要となる。今後は、本研究の枠組みを踏まえ、住民組織の定
性分析、災害援助が対象地域の社会構造に与えた影響などの分析をとおし
て、災害援助によって供与された資源がエリート・キャプチャーに陥るこ
とのない災害支援のあり方を探っていく必要がある17）。
（引用・参考文献）
Cograve，　J．（2007）Expanded　Summa勿zy（～f　the　7EC苫Synthesis　Reウort一
　ノbint　Evaluation　of　the　Internαtional　ReSψonse　to　Indlan　Ocean
　Tsunami，　Tsunami　Evaluation　Coalition
外務省（2008年）『スリランカ国別評価』
Gunatilleke，　G．（1998）Po〃θ吻in　5ガLanka，　Marga　Institute，　Colombo
16）　エリート・キャプチャーとは、貧困層への分配を目的として投入された援助資源が、
　貧困層に届く前に地元のエリート（有力者）に優先的に分配されてしまうことを意味
　する。佐藤（2007）は、このエリート・キャプチャーの理論を当てはめインド洋津波
　後の災害援助の分配について論じている。
17）佐藤（2007）は、この点に関連して開発援助の分野では、「エリートや権力層以外
　の変数が分配に影響を与えている可能性についてはほとんど考察されてこなかった」
　と述べている。
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